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研究要旨 
本研究の目的は「生産性の向上と健康増進の両者を同時に達成しうるガイドライン」を

作成することである。３年目の平成 30 年度は、前年度に作成したガイドラインの素案の

内容を研究班会議において検討し、さらに他の分担研究者、研究協力者によって開発され

た「メンタルヘルス対策（１次予防）」と「腰痛対策（腰痛予防）」のための健康増進プロ

グラム：（別添）」の試行結果を反映させて最終版となるガイドラインを完成させた。 
 
Ａ．はじめに 

本分担研究では、昨年度までにおこなっ

た情報収集とデータ解析、インタビュー調

査などの結果と、今年度に他の分担研究者、

研究協力者が実施した事業場における様々

な健康増進プログラムの試行結果をもとに、

「生産性と健康増進の両者を同時に達成し

うるガイドライン（以下 ガイドライン）」

を完成させることを目的とした。 

 

Ｂ．対象と方法 

本研究の主任研究者、分担研究者並びに

研究協力者の参加のもと、昨年度までに作

成したガイドラインの素案内容の見直しを

行った。その後、分担研究者、研究協力者が

実際の企業や事業場において行ったメンタ

ルヘルス対策の 1 次予防と腰痛対策（腰痛

予防）のための健康増進プログラム（以下 

プログラム）の成果を共有し、業種・職種ご

とに推奨されるプログラムの整理を行った。 
 
Ｃ．結果 
「生産性と健康増進の両者を同時に達成

しうるガイドライン」の内容（目次）は、以

下の通りとなった。また、詳細なガイドライ

ンは別添を参照のこと。 

1.  はじめに  
現場編  

2．業種・職種の特徴  
（１）看護職（医療・福祉）の特徴 
（２）システムエンジニア（情報通信業）の

特徴 
（３）卸売業・小売業の特徴 
3.  健康増進プログラム実施時の留意点 
（１）看護職（医療・福祉）にプログラムを

実施する際の留意点  
（２）システムエンジニア（情報通信業）に

プログラムを実施する際の留意点 
（３）卸売業・小売業にプログラムを実施す

る際の留意点 
４. 具体的な実施事例  
メンタルヘルス対策（1 次予防）  
 職場環境へのポジティブアプロー

チ 
 CREW（Civility, Respect & 

Engagement in the Workplace）
プログラム 

 思いやり行動向上プログラム 
 ジョブクラフティング  
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腰痛対策 
 ハリ胸＆プリけつ、これだけ体操 

詳細な実施方法（マニュアル類）など

  
資料編 
５．これまでに明らかとなったエビデン

ス 
（１）メンタルヘルス対策 
（２）腰痛対策 
６．各種プログラムと期待される効果 

 
Ｄ．考察 
 ガイドラインの作成にあたっては、利用

者の視点を考慮し、全体概要を記述したの

ち、「現場編」と「資料編」の２部構成とし

た。 
現場編は、過去２年間に行った専門職並

びに関係者へのインタビュー調査の結果を

踏まえて、「業種・職種の特徴」と「健康増

進プログラム実施時の留意点」について、看

護職（医療・福祉）、システムエンジニア（情

報通信業）、卸売業・小売業それぞれに記述

した。これにより、類似の業種・職種に対し

てプログラムを実施する際の参考となるよ

う工夫した。 
また具体的な実施事例には、主任研究者、

分担研究者、研究協力者から提供された情

報をもとに、概要を記載した。なお、本ガイ

ドラインに続いてそれぞれのプログラムを

実施するためのマニュアルが、個別に準備

されており、実際に企業内で展開する際に

はそちらを参照することとした。 
資料編は、過去２年間に行った情報収集

並びにデータ解析、文献レビューの結果を

もとに、メンタルヘルス不調と腰痛に寄与

する様々な因子（年齢・性別、睡眠時間、経

済損失、症状の有訴率、雇用形態、仕事の裁

量や要求度、職場環境など）との関連をまと

めた。これにより、メンタルヘルスや腰痛対

策進める際に、どのような視点で取り組み

を検討すれば良いかがわかるように工夫し

た。 
本研究で行われた企業内での試行（別の

分担研究者が報告）では、「生産性と健康増

進の両者を明らかに向上させる」プログラ

ムは見られなかったものの、労働生産性に

関連のある症状や心身の状態、仕事へのや

る気などに一部影響が見られた。個々のプ

ログラムは現在開発段階のものがほとんど

であり、今後さらに効果検証を行い、本ガイ

ドラインにも結果を反映させていく必要が

あると思われる。 
 
Ｅ．結論 
本研究では、「生産性の向上と健康増進の

両者を同時に達成しうるガイドライン」を

作成した。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 該当せず． 
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